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新 シ ス テ ム
（電⼦申請受付システム）

概 要
建築確認の電子申請受付システムについて、特定行政庁でも利用しや
すくするとともに、建築士名簿・建築士事務所登録簿の閲覧も視野に入
れた新システムを令和７年度に提供開始する方針で検討中です。
なお、本資料の記載内容は変更となる可能性があります。



１ 新システム（電⼦申請受付システム）の⽬指すこと

個別にサーバを⽤意せずに、利⽤料のみでオンライン受付体制構築
指定確認検査機関からの確認審査報告書等のオンライン受付（電⼦報告）
オンライン受付した物件について、消防同意依頼・回答のオンライン化
既に独⾃の台帳管理システムをお持ちの場合、それを引き続き活⽤しつつ、オンライン化で
不⾜する機能のみを新システムにドッキングして拡充（独⾃システム側の改修が必要）

特定⾏政庁

全特定⾏政庁・全指定確認検査機関の建築確認申請窓⼝オンライン化
建築⼠及び建築⼠事務所のWEB閲覧申請者・⼀般市⺠

個別にサーバを⽤意せずに、利⽤料のみでオンライン受付体制構築
特定⾏政庁への確認審査報告書等のオンライン提出（電⼦報告）
建築確認検査のほか、構造・省エネ適判もオンライン受付
オンライン受付した物件について、消防同意依頼・回答のオンライン化
既に独⾃の台帳管理システムをお持ちの場合、それを引き続き活⽤しつつ、オンライン化で
不⾜する機能のみを新システムにドッキングして拡充（独⾃システム側の改修が必要）

指定機関等
指定確認検査機関
指定構造適判機関
登録省エネ適判機関
定期報告地域法⼈

現地調査等の依頼・回答のオンライン化市町村

消防通知受付・同意事務のオンライン化消防

全都道府県・全指定事務所登録機関の登録申請窓⼝オンライン化建築⼠事務所

個別にサーバを⽤意せずに、利⽤料のみでオンライン受付体制構築都道府県(建築⼠法⾏政)
指定事務所登録機関

※建築計画概要書のWEB閲覧は令和８年度以降の検討課題

※許可認定、定期報告のオンライン受付は令和８年度以降の検討課題

※定期報告は令和８年度以降の検討課題
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２ 建築⾏政ＩＴインフラとしての新システムの機能構成イメージ
2023/06/22
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（将来拡張）決裁・電⼦押印

指摘事項の⼊⼒
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共通機能
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参照・更新
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／
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⼿続別機能

(将来拡張)
PLATEAUとの

連携

外部システム
連携（API）

市
町
村

消
防

既存の共⽤データベース
（台帳登録閲覧システム等）

参照・更新

参照・更新

参照・更新

既存の独⾃システム
（共⽤データベース以外のシステム）

新システム構築範囲

☞ 新システムにより、特定⾏政庁、指定確認検査機関等で必要なときに簡単に電⼦申請の受付開始が可能
☞ 外部システムとの接続⼝（API）により、既存システムを⼊れ替えることなく必要な機能を選択しての接続が可能
☞ クラウド化により、市町村、消防などの関係機関による参照や情報更新も検討
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LGWAN-ASP

➁台帳システム

LGWAN-ASP接続回線

④通知配信
システム

③法令・⼤⾂
認定DB

⑤建築⼠システム

３ 新システムと既存共⽤データベースの関係

申請者

共⽤DB導⼊
指定機関

共⽤DB導⼊
特定⾏政庁

⼀般市⺠

建築⼠事務所

⑥外部
システム

消防

市町村

⑤ʻ建築⼠・事務所
Web閲覧システム

⑤ʻʼ 電⼦申請受付システム（建築⼠事務所登録・調整中）

国・地整
都道府県

指定登録機関等

⑦独⾃の
台帳・地図
等のシステム

Internet-ASP

ＩＣＢＡによる提供範囲

機能拡張

凡例
新システム

既存共⽤データベース

無料利⽤者
有料利⽤者

①のデータと同期

※令和８年度末提供終了
（①に移行）

※令和７年度に
ICBA設置回線廃止

※令和７年度に
ICBA設置回線廃止

図書保存

①電⼦申請受付システム（新システム）
共⽤DB⾮導⼊

特庁・指定機関
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４ 新システム構築 全体スケジュール

国土交通省
（ICBA）

R5 (2023)年度 R6 (2024)年度 R7 (2025)年度 R8 (2026)年度 R9 (2027)年度

①電⼦申請受付システム開発 動作テスト ①の提供

※時期・内容とも今後変更の可能性があります

●7⽉頃
R7以降の利⽤料公表

➁台帳システム
③法令・⼤⾂認定
④通知配信システム
⑤建築⼠システム

⑤ʼ建築⼠・事務所Web閲覧システム
⑤ʼʼ事務所登録システム（調整中）
ICBA設置回線撤去

特定行政庁
指定確認検査機関

等

建築士法
関係団体

現⾏システム運⽤

電⼦申請
受付準備

独⾃システムがある場合、その改修 必要に応じ、①と独⾃システムを接続

①の追加

④の利⽤停⽌

➁③提供継続

現⾏システム運⽤ 都道府県及び指定事務所登録機関のみ ⑤ʻʼの追加

Web閲覧
準備

➁③④⑤
アカウント移設

●秋頃
独⾃システム接続⽤
インターフェイス（API）公表

☞ R7年度より新システムを利⽤可能
☞ 通知配信システムはR8年度末で提供終了、それまでに新システムへの切替が必要
☞ 市町村・消防への利⽤働きかけは、国のほか、特定⾏政庁及び指定確認検査機関からも⾏うことを想定

➁③④提供継続
④提供終了(①に移⾏)

市町村・消防 ①の追加（無料）利⽤働きかけ

（旧「IP-VPN回線）

⑤提供継続︖（⑤ʻWEB閲覧システムに移⾏︖）
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５ 新システム構築に伴う専⽤回線の⼀部廃⽌

利用者種別

接続回線

備考令和６年度まで 令和７年度以降
特定行政庁 LGWAN回線（専用回線） LGWAN回線（専用回線）

インターネット回線にも対応

変更なし

指定確認検査機関
指定構造適判機関

ICBA設置回線（専用回線） インターネット回線 回線切替の詳細
は令和６年度末
より順次ご案内
予定

国土交通省本省
地方整備局

ICBA設置回線（専用回線） インターネット回線

建築士会
建築士事務所協会

ICBA設置回線（専用回線） インターネット回線

ＩＣＢＡ設置回線（LGWAN以外の専用回線）を令和７年度以降廃止、インターネット回線に切替え。
特定行政庁においては、LGWAN回線に加えてインターネット回線からも利用可能となる。

・切替による利用者側の費用負担なし。ただし、切替後の既存のインターネット回線（他業務で既
に利用しているもの）に係る費用、切替に伴う社内ネットワーク設定の変更費用は利用者負担。

・インターネット回線で専用回線と同等のセキュリティ性能を確保するため、総務省等のガイドライ
ンも踏まえ、「ワンタイムパスワード」方式を採用する方向で検討中。なお、一般市民向けのWEB
公開用機能はパスワードなしでアクセス可能。
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